




























































































































































































168 専修ロージャーナル　第４号 2009. 1
上で（ Ⅲ ， Ⅳ ），これらとの比較を交えつつ，懲戒請求に関する従来の下級審裁





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































184 専修ロージャーナル　第４号 2009. 1
（47）前田・前注（１）92頁。
（48）橋本・前注（１）20頁。
（49）塩崎・前注（１）47頁。
（50）以上の見解とは別に，大西・前注（１）176～177頁は，本判決の判断枠組みを，不当訴訟や
不当告訴・告発と比較するだけでは十分でないのみならず，疑問であり，名誉・信用を毀損す
る不法行為との関係でも比較する必要がある，と指摘する。
（51）なお，加藤・前注（１）37頁は，依頼者から，ある弁護士について懲戒請求をして欲しいと
いう依頼を受けた場合，依頼を受けた弁護士は，「制度の担い手としての弁護士懲戒の意味合
いについて，応分の説明責任を負うと解される」とする。
〈追記〉
本稿の校正段階で，高橋譲・最高裁判所調査官による「本判決解説」ジュリスト1362号（2008
年９月１日）116頁，及び，良永和隆「本件判批」ハイロイヤー273号78頁に接した。
弁護士法58条１項に基づく懲戒請求が不法行為を構成する場合　　185
